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The linearized inverse scattering analysis based on the Born approximation is a method to recon-

struct defects in a solid using scattered waves generated by the interaction between incident waves

and defects. In general, the Born approximation is known as effective for weak scatterers like inclu-

sions. However, the Born approximation has been empirically used for defect shape reconstruction

of strong scatterers like cavities. Therefore, in this research, the applicability of the linearized inverse

scattering method based on the Born approximation for a cavity in elastic and viscoelastic media is

considered. After the formulation for the linearized inverse scattering method for a cavity is intro-

duced, the effectiveness of the far-field and the Born approximations is discussed. Some numerical

results for several cavities are shown to check the applicability of the linearized inverse scattering

method based on the Born approximation.

Key Words : Viscoelastodynamics, Linearized inverse scattering analysis, Far-field approxima-

tion, Born approximation.

1. はじめに

本論文では，等方性弾性波動および粘弾性波動を対象に,

線形化逆散乱解析法の空洞への適用性について検討する. 線

形化逆散乱解析法は,欠陥からの散乱波を用いて無限弾性体

中の欠陥位置や形状を再構成する手法であり,現在までに多

くの解析が行われてきた. 例えば, Kitaharaら (1) は,線形化逆

散乱解析を用いて, 3次元無限等方弾性体中の空洞やき裂の位

置,形状の再構成を行っている. また, Kimotoら (2) は,線形化

逆散乱解析の理論を二層体中の欠陥推定に応用し, 3次元スカ

ラー波動場における欠陥像の推定に成功している. 中畑らは,

線形化逆散乱解析の高速化 (3) や,欠陥像の高精度イメージン

グ法 (4) を提案している. 加えて, 山田ら (5), Guillermin ら (6)

は,実験によって観測された計測波形データを用いて,実問題

に対する逆散乱解析の適用及びその性能の評価を行ってき

た. また近年では,波速が方向依存性を示す異方性弾性波動問

題 (7) に対する逆散乱解析 (8)(9) の開発や,波動が分散性と減

衰性を示す粘弾性波動問題 (10)(11) に対する逆散乱解析法 (12)

2021 年 10 月 16 日受付，2021 年 11 月 16 日受理

も開発されている.

　さて,線形化逆散乱解析では,対象とする波動問題における

散乱波の積分表現式を起点として,その定式化が行われる. 散

乱波の計算には,対象とする波動問題における基本解の遠方

場表現を求める必要がある. また,散乱波の積分表現式は,未

知波動場の変位を含むため,一般に, Born近似 (13) 等の近似を

導入することによって式を線形化することで定式化がなされ

る. ここで注意すべき点は,線形化逆散乱解析法で用いる遠方

場表現や線形化法の近似精度である. 基本解の遠方場表現に

関しては, Schmerr(14) や藤原ら (15) によって,それぞれ検討さ

れており,等方性および異方性弾性波動問題に対する基本解

の遠方場表現の有効性が確認されている. 一方, 積分表現式

の線形化法の一種である Born近似は,一般に低周波近似と呼

ばれ,介在物等の透過性の弱散乱体に対して有効な近似であ

るとされる. ただし, 中畑ら (4), Rose(13), Hsu ら (16) の検討に

よれば, Born 近似を用いた線形化逆散乱解析は, 弱散乱体で

ある介在物のみならず,強散乱体である空洞に対しても,その

形状を良好に再構成することが示されている. しかしながら,

これらの結果は経験的に得られているに過ぎず,弱散乱体に
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対して有効である Born近似が,なぜ強散乱体である空洞の欠

陥形状再構成にも有効であるかの詳しい検討は,著者らの知

る限り示されていない.

　そこで本研究では,強散乱体に対する Born近似の適用性の

検討の初期段階として，従来より研究が進められている等方

弾性波動,および,著者らの前論文で扱った粘弾性波動 (12) を

対象に，Born近似を用いた線形化逆散乱解析が，どのような

形状の強散乱体に対して有効であるかを確認する. 以下では

先ず,本研究における解くべき問題を示す. その後,線形化逆

散乱解析の定式化について簡単に示す. 数値解析例として,逆

散乱解析に用いる基本解の遠方場表現,および,様々な形状の

空洞に対する Born近似の有効性について検討する. その後,

空洞に対する再構成結果を示し,線形化逆散乱解析の適用性

を検討する. ここで, 逆散乱解析に用いる空洞からの散乱波

の計算は,著者らの前論文 (12) 同様,演算子積分時間領域境界

要素法 (CQBEM)(17)(18) を用いて求める. CQBEM は, 従来の

時間領域境界要素法に対して演算子積分法 (CQM)(19) を適用

することで,粘弾性波動問題のような波動が分散性を示す問

題であっても安定に精度よく計算できる手法である. 最後に,

結論や今後の課題等について述べる.

2. 解くべき問題

解くべき問題は, 2次元無限等方弾性体,または粘弾性体中

の空洞の位置や形状を再構成する逆問題である. なお, 定式

化については,粘弾性波動問題について記述すれば,等方弾性

体の場合も計算可能なため,ここでは粘弾性波動問題を対象

とした定式化について説明する. さて, Fig.1に示すような,等

方・均質な 2次元無限粘弾性体 D 中に,空洞 Dc が存在する

場合を考える. 空洞のおよその位置は分かっているものとし,

Fig.1中の空洞近傍の原点 oに向け,十分遠方から入射波 uin
i

を送信し,空洞による散乱波 usc
i を,入射波と同じ方向に位置

する点 xにおいて取得する. この操作を,入射方向の角度 θを

0 ≤ θ < 2π と変化させて,空洞を取り囲むようにあらゆる方

向で波動の送受信を行うとする. ここで,入射波 uin
i は,空洞

の境界表面 S により散乱されるとし,入射波が空洞に到達す

るまでは,静止過去の条件を満足するものとする. すなわち,

初期条件 ui(x, t = 0) = 0 および ∂ui(x, t = 0)/∂t = 0 を考

慮すれば,位置 x,時刻 tにおける変位 ui(x, t)が満足する粘

弾性波動問題に対する時間領域での基礎方程式,および境界

条件は,それぞれ次のように表される.

µ(t) ∗ u̇i,jj(x, t) +

(
K(t) +

1

3
µ(t)

)
∗ u̇j,ij(x, t)

=ρüi(x, t) in D (1)

ti = 0 on S (2)

ただし, ρは密度, µ(t), K(t) はそれぞれ, せん断弾性係数,体

積弾性係数に対する緩和関数を表し,不遡及の公理 µ(t) = 0,

K(t) = 0, −∞ < t < 0を満足するものとする. また ∗は畳込
み積分, ˙( )および ( ),i はそれぞれ,時間および空間に関する

微分 ∂/∂t, ∂/∂xi を, ti は表面力を表す.

　式 (1) を, 初期条件および式 (2) の境界条件の下で解き, 得

Fig.1 Inverse scattering model.

られた散乱波を用いて逆散乱解析を実行することで, 2 次元

無限粘弾性体D中の空洞Dc の位置や形状の再構成を行う.

3. 粘弾性波動問題に対する線形化逆散乱解析の定式化

式 (1)を基礎式とする時間領域における粘弾性波動問題の

場合,散乱波の積分表現式に時間領域の基本解および緩和関

数が現れる. しかしながら，波動に分散性を持つ粘弾性波動

問題の場合,時間領域の基本解および緩和関数の直接計算は

困難である. そのため, 以下で説明する線形化逆散乱解析の

定式化では,周波数領域における散乱波の積分表現式を起点

として定式化を行う. その際, 通常の弾性波動問題で用いる

弾性定数や基本解の計算を,弾性-粘弾性対応原理 (20) により,

粘弾性体における複素緩和関数や基本解に置き換えて計算す

ることとなる.

3.1. 粘弾性波動問題に対する散乱波の積分表現式

式 (1)の時間に関するフーリエ変換を取れば,粘弾性波動問

題に対する周波数領域での基礎方程式は以下のようになる.

µ̃∗(ω)ũi,jj(x, ω) +

(
K̃∗(ω) +

1

3
µ̃∗(ω)

)
ũj,ij(x, ω)

=− ρω2ũi(x, ω) in D (3)

ここで, ω は角周波数, µ̃∗(ω), K̃∗(ω)はそれぞれ,周波数領域

におけるせん断弾性係数および体積弾性係数に対する複素緩

和関数である. さて, 2次元面内粘弾性波動問題における周波

数領域での散乱波 ũsc
i (x, ω)に関する積分表現式は,空洞の境

界 S において表面力フリーを仮定すると,次式で表される.

ũsc
i (x, ω) = −

∫
S

T̃ij(x,y, ω)ũj(y, ω)dSy (4)

ここで, ũj(y, ω)は空洞境界S上の全変位を表す. また, T̃ij(x,y, ω)

は 2次元面内粘弾性波動問題における周波数領域の二重層核

であり,

T̃ij(x,y, ω) = nk(y)G̃
∗
jkpq(ω)

∂

∂yq
Ũip(x,y, ω) (5)
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と定義される．ここで，nk(y)は境界 S 上の点 yにおける外

向き (空洞の中を向く)単位法線ベクトル成分, G̃∗
jkpq(ω)は周

波数領域における複素緩和関数であり,等方・均質な粘弾性

体の場合,

G̃∗
jkpq(ω)

=

(
K̃∗(ω)− 2

3
µ̃∗(ω)

)
δjkδpq + µ̃∗(ω)(δjpδkq + δjqδkp) (6)

と表される. また,式 (5)において, Ũip(x,y, ω)は 2次元面内

粘弾性波動問題に対する周波数領域の基本解であり，次式で

表される．

Ũip(x,y, ω)

=
i

4µ̃∗(ω)

[
H

(1)
0 (k̃T r)δip +

1

k̃2
T

(
H

(1)
0 (k̃T r)−H

(1)
0 (k̃Lr)

)
,ip

]
(7)

ここで, iは虚数単位, H(1)
0 (kr)は第 1種 0次 Hankel関数, δip

はクロネッカーのデルタであり，r = |x−y|である. また, k̃L,

k̃T はそれぞれ粘弾性波動問題における周波数領域の縦波お

よび横波の複素波数である.

　さて,式 (7)に対し, r ≃ |x| − x̂ · y なる遠方場近似を導入
する. ハンケル関数 H

(1)
0 (kr)の無限遠での漸近展開

H
(1)
0 (kr) ≃

√
2

πk|x|e
i(k|x|−π

4
)e−ikx̂·y, (|x| ≫ |y|) (8)

を式 (7)に代入することで,基本解の遠方表現 Ũ far
ij を得る. さ

らに, Ũ far
ij を式 (5) に代入することで, 二重層核の遠方表現

T̃ far
ij を得る. さて,遠方場での波動は,一般に縦波と横波が分

離されて観測される. そこで,本研究では,散乱波の縦波 (L)

成分のみを考慮する. すると式 (4)は,次式のようになる.

ũsc
i (x, ω) =−

ik̃LB
L
ijk√

8πk̃L|x|
ei(k̃L|x|+π

4
)

×
∫
S

nk(y)e
−ik̃Lx̂·yũj(y, ω)dSy (9)

ここで, BL
ijk は, BL

ijk = −{(1− 2κ)δjk + 2κx̂j x̂k} x̂i, κ =

k̃L/k̃T , x̂ は x の単位ベクトルである. さて, 式 (9) の右辺の

積分は空洞境界 S 上の変位を含んでおり,このままでは非線

形解析が必要となる. そこで,次の節では Born近似を施すこ

とで方程式を線形化近似し,空洞に対する欠陥形状再構成式

を導出する.

3.2. 空洞に対する線形化逆散乱解析

ここでは, 前節で得られた式 (9) の散乱波の積分表現式に

対して, Born近似を施すことで方程式を線形化する. Born近

似では,式 (9)における空洞境界 S上の点 yでの変位 ũj(y, ω)

を入射波変位 ũin
j (y, ω)で近似する. ここで本研究における入

射波 ũin
j (y, ω) は,縦波平面波と仮定し,周波数領域において

次のように与える.

ũin
j (y, ω) = F (ω)d̂inj eik̃Lp̂in·y (10)

ただし, d̂in は入射波の偏向方向を表す単位ベクトル, p̂in は

入射波の進行方向を表す単位ベクトルである. なお, 本解析

における散乱波の取得法は,非破壊評価の分野におけるパル

ス・エコー法を想定する. よって, d̂in および p̂in と,散乱波の

観測方向の単位ベクトル x̂の関係は, d̂in = p̂in = −x̂と表せ

る. また, F (ω)は次式で与える.

F (ω) = 2u0

√
πtp

(
ωtp
2

)2

e
−
(

ωtp
2

)2
eiωts (11)

ただし, u0 は変位振幅, tp は入射波の中心周波数に対応する

時間パラメータ, ts は位相のずれを表す. さて, Born近似によ

り,空洞境界 S 上の変位 ũj(y, ω)を入射波の変位 ũin
j (y, ω)に

置き換えた後, 式 (9) に対し, Gauss の発散定理を適用するこ

とで式変形を行う. さらに式 (9)に対し,空洞内部でのみ 1の

値をとり,その他の領域ではゼロとなる次の特性関数 Γ(y)

Γ(y) =

{
1 (y ∈ Cavity)

0 for otherwise
(12)

を導入することで,式 (9)の積分を全領域 Aへと拡張する. 実

際に, 式 (12) を用いて, 式 (9) を整理すると, 空洞に対する散

乱波の積分表現式は次のようになる.

ũsc
i (x, ω) =

k̃2
Ld̂

in
i F (ω)√

2πk̃L|x|
ei(k̃L|x|+π

4
)

×
∫
A

Γ(y)e−2ik̃Lx̂·ydVy (13)

ここで,式 (13)に対し, K = 2k̃Lx̂なるK 空間を考える. K

空間において, x̂に対する変数変換を行い,式 (13)に逆フーリ

エ変換を適用すれば,特性関数 Γ(y)を次のように導出するこ

とができる.

Γ(y) =

∫ 2π

0

∫ ∞

0

√
2πk̃L|x|ũsc

i (x, ω)d̂ini

π2ωF (ω)

×e−i(k̃L|x|−2k̃Lx̂·y+π
4
)dωdθ (14)

ただし, θ は Fig.1に示すような偏角である. 式 (14)で導出さ

れた特性関数 Γ(y)は,空洞内部でのみ値を持つ関数であるた

め, 式 (14) の右辺を精度よく計算することで, 粘弾性体中の

空洞の位置や形状の再構成が可能となる.

　さて, 式 (14) の特性関数 Γ(y) に含まれる周波数領域の散

乱波 ũsc
i (x, ω)は,時間領域の散乱波 usc

i (x, t)が求まっていれ

ば,その時間に関するフーリエ変換によって得ることができ

る. ここで, 式 (14) 自体の評価は, ũsc
i (x, ω) を直接, 周波数領

域で計算した方が厳密であると思われる. しかしながら, 時

間領域の散乱波 usc
i (x, t)を周波数領域の散乱波 usc

i (x, ω)に

フーリエ変換する際に含まれる数値誤差は, 本研究で扱う,

線形化 Born逆散乱解析の適用性の検討に大きな影響は与え

ないものと考えられる. よって本研究では, 現実の計測実験

に即した解析とするために,演算子積分時間領域境界要素法

(CQBEM)(17)(18) を用いた時間領域の散乱波 usc
i (x, t) の計算

を出発点として,線形化 Born逆散乱解析の適用性の検討を行

う. なお,粘弾性波動問題における CQBEMを用いた空洞によ
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Fig. 2 Target cavity shape (a) circular cavity, (b) ellipse(β/α =

0.6), and (c) ellipse(β/α = 0.2).

る散乱解析法については, Saitohら (21)(22) により提案されて

いることから,それらの説明は当該文献に譲るものとする.

4. 数値解析例

以下,数値解析例を示す. まず,本解析で用いた粘弾性モデ

ルについて簡潔に説明する. その後, 解析に用いた入射波に

ついて説明する. 加えて,遠方表現された基本解の近似精度,

および,様々な形状の空洞に対する Born近似の有効性につい

て検討する. 最後に,空洞に対する逆散乱解析結果を示し,等

方弾性体および粘弾性体中の空洞に対する欠陥形状再構成能

について検討する. ただし,等方弾性体に対する計算は,粘弾

性波動問題における初期縦波速度 cL0 を用いて行うものとす

る.

　さて,本数値解析で対象とする空洞は, Fig.2に示すように,

(1)半径 r = aの真円空洞, (2)長軸半径 αを α = a,短軸半径

を β とした時, β/α = 0.6の楕円空洞, (3) β/α = 0.2の楕円空

洞の計 3つのケースとし,全ての空洞の中心は座標原点 oと

する. また,以下の計算では,時間ステップ数 N = 1024,時間

増分を cL0∆t/a ≃ 0.04と設定して計算を行った.

4.1. 三要素標準モデル

粘弾性波動問題を扱う場合,そのモデル化はいくつか存在

するが,以下の解析においては, Fig.3 のように粘弾性体を粘

性係数 η のダッシュポットと,ばね定数 µ1, µ2 の二つのばね

により表す三要素標準モデル (23) を用いて解析を行った. な

お,本解析では, CQBEMにより計算された時間領域における

散乱波をフーリエ変換することで,逆散乱解析に用いる周波

数領域での散乱波を求めている. CQBEM では，ラプラス変

換領域での基本解が必要となる. そのため,ここでは CQBEM

の計算で用いるラプラス変換領域での三要素標準モデルにつ

いて簡単に説明する. 時間領域の入射波および逆散乱解析の

計算に用いる周波数領域での三要素標準モデルに関しては,

Fukuiらの文献 (11) 等を参照されたい.

　三要素標準モデルの場合,ラプラス変換領域における複素

せん断弾性係数は次のようになる.

µ∗(s) =
1 + sτσ
1 + sτϵ

µR (15)

Fig.3 Three-element standard linear viscoelastic model.

ただし, τσ および τϵ はそれぞれ,応力緩和時間,ひずみ緩和時

間であり三要素標準モデルのパラメータを用いて

τσ = η

(
1

µ1
+

1

µ2

)
, τϵ =

η

µ1
(16)

と表される. また, µR = µ2 は緩和弾性係数であり, t → ∞に
おけるせん断弾性定数になる. t → 0における弾性定数は初

期弾性定数 µ0 であり,応力緩和時間 τσ とひずみ緩和時間 τϵ

を用いて次式で表される.

µ0 = lim
s→∞

µ∗(s) = µR
τσ
τϵ

(17)

以下の数値解析で用いた粘弾性パラメータは,緩和せん断弾

性係数と初期せん断弾性係数の比を µR/µ0 = 0.85, 体積弾

性係数と初期弾性係数の比 K/µ0 = 5/3,また,初期縦波速度

cL0 の波が case(1) の空洞を通過する基準時間 T0 = 2a/cL0

を用いて, τσ = 0.5T0, τϵ = 17T0/40 として計算を行ってい

る. また,体積弾性係数 K は粘弾性効果を持たせず一定に与

え,せん断弾性係数 µにのみ粘弾性体の性質を与えて解析を

行った.

4.2. 入射波特性の確認

以下では,解析に用いた入射波の特性について考察してお

く. 用いた入射波は縦波平面 Ricker波であり,式 (10), (11)に

対してフーリエ逆変換 F−1 を用いて次式で与えられる.

uin
i (x, t) = u0d̂

in
i F−1

[
2
√
πtp

(
ωtp
2

)2

e
−
(

ωtp
2

)2
ei(k̃Lp̂in·x+ωts)

]
(18)

ただし,式 (18)の入射波は,厳密には静止過去の条件を満足し

ないことに注意されたい. Fig.4 (a), (b)は,式 (18)に対し, d̂ini =

p̂ini = (1, 0)として与えた場合の, x1/a = 4.0, 7.0, 10.0, 13.0に

おける入射波 uin
1 /u0の時刻歴波形,および,そのフーリエスペ

クトルをそれぞれ示している. また, Fig.4 (a), (b)中の黒色点線

は等方弾性体に対する入射波 uin
1 /u0 の計算結果である. ただ

し, Fig.4(b)のフーリエスペクトルに関するそれぞれの結果は,

等方弾性体の場合の最大スペクトル値 umaxで正規化している

事に注意されたい. 入射波の計算に用いたパラメータは,入射

波の中心周波数に対応する無次元化波数 akin
L0 を akin

L0 = 2.5,

tp = T0/ak
in
L0, ts = 2.0T0 として与えている. Fig.4(a)より,時

間領域の入射波 uin
1 (t)/u0は粘弾性体の影響を受け,減衰して
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Fig. 4 Incident wave forms uin
i /u0 caliculated by eq.(18) at

x1/a = 4.0, 7.0, 10.0 and 13.0. (a)time histories and (b)Fourier

spectrums.

いる様子が確認できる. また, Fig.4(b)より,入射波の中心周波

数が粘弾性効果を受けることで減少しており,粘弾性波動の

分散性を確認できる. なお,中心周波数 akin
L0 = 2.5と設定し

た場合, 入射波の初期波長 λ0 は λ0 = 2πa/(akin
L0) ≃ 2.5a と

なる. すなわち, case(1)-(3)の対象空洞の全ての欠陥長に比べ,

波長がやや長くなるような中心周波数を用いている. この設

定は,入射波の波長が欠陥長に比べ大きくなるような低周波

帯域において有効となる Born近似の性質 (4) と,高周波の入

射波を用いる場合,その波動が粘弾性効果によって著しく減

衰してしまい,欠陥からの散乱波の取得が難しいという点を

考慮している.

4.3. 遠方場近似の精度の確認

次に, 線形化逆散乱解析に適用した遠方場近似の精度に

ついて検討する. ここでは, 例として 2 次元面内等方弾性波

動および粘弾性波動問題に対する周波数領域での二重層核

T̃11(x,y, ω), およびその遠方表現 T̃ far
11 (x,y, ω) を比較する.

Fig.5(a), (b)に,それぞれ等方弾性波動および粘弾性波動に対

する T̃11(x,y, ω)および T̃ far
11 (x,y, ω)の無次元化波数 kL0rに

対する比較結果を示す. Fig.5(a), (b)中の曲線は通常の二重層核

T̃11(x,y, ω), 丸印は遠方場近似された二重層核 T̃ far
11 (x,y, ω)

を示している. Fig.5(a), (b)より,等方弾性体および粘弾性体の

両者の結果においても,無次元化波数 kL0rが大きくなるにつ

れ,遠方場近似された二重層核 T̃ far
11 (x,y, ω)が通常の二重層

Fig.5 Far-field approximation for double layer kernel T̃ far
11 for (a)

an elastic medium and (b) a viscoelastic medium.

核 T̃11(x,y, ω)に近づく様子が確認出来る. よって,以下の解

析では, Fig.1, 2 において,遠方場近似の条件が概ね成立する

距離 R = r = 14aにおいて,散乱波を取得するものとする.

4.4. Born近似の適用性の確認

次に, Born近似の適用性に関して検討する. ここで扱うBorn

近似は, 3節で示した通り,強散乱体である空洞境界上の変位

ũi(y, ω)を入射波変位 ũin
i (y, ω)で置き換えることで線形化近

似する手法である. よって,本節では空洞境界上の変位 ũi(y, ω)

と,その位置における入射波変位 ũin
i (y, ω)を比較する. その

際,対象とする空洞の形状や粘弾性の性質が, Born近似の適用

性にどのように影響を与えるのかを検討する. Fig.6(a)-(f)に,

case(1)-(3)の空洞に対する,無次元化波数 akL0 = 2.5での空

洞境界上の変位 (boundary value)の実部 Re[ũi(ω) · d̂ini ]および

入射波変位 (incident wave) の実部 Re[ũin
i (ω) · d̂ini ] と, Fig.2 の

空洞に対する偏角 θ との関係をそれぞれ示す. なお, Fig.6中

の丸印は空洞境界上の変位を表し,曲線は入射波変位を表し

ている. また, Fig.6(a), (c), (e)には等方弾性体, (b), (d), (f)には

粘弾性体に対する計算結果を示している. ただし,これらの結

果は,式 (18)の入射波を x2 方向に向けて入射させた場合,す

なわち d̂in = p̂in = (0, 1) の場合の CQBEM による解析結果

をフーリエ変換することで得られたものであることに注意さ

れたい. さらに,プロット値は,それぞれのグラフ中の絶対値

の最大値 |umax|で正規化している.

Fig.6(a), (b) より, case(1) の真円空洞においては, 入射波
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Fig.6 Real part of boundary and incident wave values on each cav-

ity for case(1)-(3) at non-dimensional wave number akL0 = 2.5.

(a), (c), (e) an elastic medium and (b), (d), (f) a viscoelastic medium.

の照射面である −180◦ ≤ θ ≤ 0◦ において, 境界上の変位

Re[ũi(ω) · d̂ini ]/|umax|と入射波変位 Re[ũin
i (ω) · d̂ini ]/|umax|が

概ね一致していることが分かる. また, Fig.6(c), (d)より, case(2)

の楕円空洞 (β/α = 0.6) に関しては, 入射波の照射面におけ

る境界上の変位と入射波変位は,完全には一致していないも

のの, プロット値の波形自体は似た形状となっていることが

わかる. しかしながら, Fig.6(e), (f) より, case(3) の楕円空洞

(β/α = 0.2)に対しては,境界上の変位と入射波変位は一致し

ていないことが分かる. また,入射波の照射面の反対方向であ

る 0◦ ≤ θ ≤ 180◦ においては, Fig.6中の全てのグラフにおい

て,プロット値の波形形状すら一致していないことがわかる.

　同様に, Fig.6に対応する虚部 Im[ũi(ω)·d̂ini ]の結果をFig.7(a)-

(f)に示す. Fig.7(a)-(f)より,虚部の場合も,概ね実部の場合と

同様の傾向を示すことが分かる.

　また, Fig.8(a), (b)および Fig.8(c), (d)は,それぞれ case(2)お

よび case(3)の空洞を θ = 30◦ 回転させた場合の,無次元化波

数 akL0 = 2.5における境界上の変位と入射波変位の比較結

果を示している. Fig.8(a), (c) には, それぞれの空洞に対する

境界上の変位と入射波変位の実部を, Fig.8(b), (d) には, それ

Fig. 7 Imaginary part of boundary and incident wave values

on each cavity for case(1)-(3) at non-dimensional wave number

akL0 = 2.5. (a), (c), (e) an elastic medium and (b), (d), (f) a vis-

coelastic medium.

らの虚部を示している. ただし, ここでは等方弾性体に対す

る結果のみを示していることに注意されたい. Fig.8(a) では,

−150◦ ≤ θ ≤ −30◦, Fig.8(b)では, −120◦ ≤ θ ≤ 30◦ において

境界上の変位と入射波変位が良好に一致している. すなわち

case(2)の空洞の場合は,その空洞を傾けた場合であっても,入

射波の照射面における境界上の変位と入射波変位がよく一

致することが確認できる. 一方, Fig.8(c) では, θ = −150◦ 付

近においては,境界上の変位と入射波変位が概ね一致してい

るものの,それ以外の点ではほとんど一致していない. また,

Fig.8(d)では,境界上の変位と入射波変位はほとんど一致して

いないことが分かる. よって,前述した Fig.6, 7における傾向

の通り, case(2) の空洞に対しては, 入射波の照射面における

境界上の変位と入射波変位は概ね一致するものの, case(3)の

空洞に対しては境界上の変位と入射波変位はほとんど一致し

ないことが分かる.

　 Fig.9(a)-(f)は,無次元化波数 akL0 = 1.25における境界上の

変位Re[ũi(ω)·d̂ini ]/|umax|と入射波変位Re[ũin
i (ω)·d̂ini ]/|umax|

の比較結果を示している. 無次元化波数 akL0 = 1.25に対す
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Fig. 8 Real and imaginary parts of boundary and incident wave

values on 30◦ inclined cavities for case(2), (3) in an elastic medium

at non-dimensional wave number akL0 = 2.5. (a), (b) for case(2)

and (c), (d) for case(3).

る解析結果では, case(1)-(3)の全ての形状の空洞において,入

射波に照射される境界上の変位と入射波変位は良好に一致し

ていることが分かる.

　また, Fig.10(a)-(f) は, Fig.9 に示す結果と同様の計算を行っ

た場合の,境界上の変位と入射波変位の虚部 Im[ũi(ω) · d̂ini ]を

示している. 実部の計算結果に比べ,境界上変位と入射波変位

の一致部分がやや減少するものの,入射波に照射される面に

おいては,境界上の変位と入射波変位が概ね一致している事

が分かる. これらの結果より,無次元化波数 akL0 = 2.5での

計算結果に比べ,低い周波数である akL0 = 1.25 での計算結

果の方が Born近似の精度が向上していることがわかる.

　以上の考察より,一般的に Born近似は介在物等の弱散乱体

に対して適用できる手法であるが, case(1)の空洞ように,形状

が真円に近い強散乱体であれば,ほぼ入射波の照射面で Born

近似を用いて良いことが確かめられた. よって,真円形状の強

散乱体に対して Born逆散乱解析を適用する場合は,入射波の

欠陥に対する照射面を増やすことで精度よく欠陥形状の再

構成が出来ることが考えられる. 一方, case(3) の空洞のよう

に,形状が真円から外れる強散乱体の場合,入射波の照射面で

あっても,高周波帯域において Born近似の精度が低下する事

が確認された. すなわち,形状が真円から外れるような強散乱

体に対して Born逆散乱解析を適用する場合,その再構成精度

が低下することが推察される.

4.5. 空洞に対する逆散乱解析結果

最後に, case(1)-(3)の空洞に対する逆散乱解析結果を, Fig.11(a)-

(f)に示す. Fig.11の (a), (c), (e)は等方弾性体中の空洞に対す

る解析結果であり, (b), (d), (f)は粘弾性体中の空洞に対する解

Fig.9 Real part of boundary and incident wave values on each cav-

ity for case(1)-(3) at non-dimensional wave number akL0 = 1.25.

(a), (c), (e) an elastic medium and (b), (d), (f) a viscoelastic medium.

析結果である. なお, Fig.11では,原点中心,一辺が 6aの可視

化領域に対し,特性関数 Γ(y)をその最大値 Γmax で正規化し

た値をプロットすることで欠陥像を再構成している. 逆散乱

解析に用いた散乱波は, Fig.1において, R = 14a上の観測点

x方向から座標原点 oに向けて,入射波の空洞に対する散乱

解析を行い,その観測点 xにおいて散乱波を受信するといっ

たパルス・エコー法を想定して計算を行う. この一連の計算

を, 入射角 θ = 5◦ から空洞の全周を取り囲むように, 10◦ 刻

み (∆θ = 10◦)で計 36点で行う. このように観測点を欠陥に

対して全周に配置した理由は, 4.4節の考察より,入射波の欠

陥に対する照射面をできるだけ増やすことが,強散乱体であ

る空洞の再構成精度向上に繋がると考えられるためである.

なお,式 (14)の特性関数 Γ(y)の計算には,無次元化波数 akL0

に対して, 0.5 ≤ akL0 ≤ 10.0の範囲における散乱波を用いて

計算を行っており,無次元化波数の刻みは∆(akL0) ≃ 0.07と

設定している. また, Fig.11中の白色点線は,正解空洞の境界

を表している.

　 Fig.11の解析結果より,粘弾性の影響を受ける場合であっ

ても,特性関数 Γ(y)の値は,空洞境界内部に大きく出ており,
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Fig. 10 Imaginary part of boundary and incident wave values

on each cavity for case(1)-(3) at non-dimensional wave number

akL0 = 1.25. (a), (c), (e) an elastic medium and (b), (d), (f) a

viscoelastic medium.

欠陥の位置や形状を概ね再構成出来ている. しかし, 粘弾性

を考慮した場合の解析結果では,仮定した空洞部の外側に特

性関数 Γ(y) の値がやや大きく出ており,その再構成精度が,

等方弾性体の再構成結果と比べて,やや落ちていることが分

かる. これは, 粘弾性効果により, 入射波の波長が, 等方弾性

体の場合に比べ大きくなったことや,逆散乱解析に用いた散

乱波の高周波成分が減少したことに起因するものであると

考えられる. また, Fig.11(e), (f) は, Born 近似の精度が低く見

積もられた case(3)の楕円空洞に対する再構成結果であるが,

楕円空洞の外側に,空洞の位置や形状とは無関係の特性関数

Γ(y)の値が現れていることが分かる. これは,前節で議論し

た, Born近似の適用性能が低下したことが大きな影響を与え

ているものと考えられる.

5. おわりに

本論文では, Born近似を用いた場合の空洞に対する線形化

逆散乱解析の適用性について考察した. 基本解の遠方場近似

や,強散乱体である様々な空洞の形状に対する Born近似の有

効性について検討した. また,等方弾性体と粘弾性体中の様々

Fig.11 Shape reconstruction of each cavity for case(1)-(3) in (a),

(c), (e) an elastic medium and (b), (d), (f) a viscoelastic medium.

な形状の空洞に対して逆散乱解析を実行し,欠陥形状再構成

を行った. 解析結果より, 弱散乱体に対して有効である Born

近似を用いたとしても,強散乱体である空洞の形状が真円に

近い場合,入射波に照射される境界において Born近似が概ね

成立することを示した. よって,真円空洞のような単純な強散

乱体を対象にした場合,入射波の空洞に対する照射面を増や

すことで,線形化逆散乱解析法により空洞を精度良く再構成

できることが確認された. 一方,空洞の形状が真円と離れ,長

軸の長い楕円に近づく場合,入射波に照射される境界であっ

ても, Born近似の精度が低下し,それに伴って空洞の形状再構

成精度も低下することを示した. 今後は,適用性のさらなる検

討，散乱波に計測誤差が含まれる場合の影響，並びに異方性

材料中の強散乱体に対する Born近似および線形化逆散乱解

析法の適用性の検討を行う予定である.
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